
 
資料１－５ 

内閣府食品安全委員会 
「第４回リスクコミュニケーション学習会」における話題 
リスクコミュケーションに関する意見と生協の取組み 

 
日本生活協同組合連合会 

品質保証本部 安全政策推進部 
鬼武一夫 

 
 
１． 生協の得意とする領域 

 例えば、消費者のフードチェーンへの理解が必要という観点から言うと、全国的

に『食・商品』の活動は盛んに取り組んでいる。 

 

 

２． リスクコミュニケーションの定義から重要な視点 

 双方向型（interactive, two way communication ） 

 リスクコミはリスクアナリシスの早い段階での関係者の関与 

 説得することではない 

 

 

３． EU の取組み 

 欧州食品安全機関(EFSA)はリスクコミュニケーションのガイドラインを公表

（2012年） 

 リスクアナリシス手法やテクニックが進展する中で、ドイツ連邦リスク評価研

究所(BfR)が作成したリスクプロファイルはわかりやすい（2014年） 

 

 

４． 食品安全行政の中で取組み強化 

 食品安全基本法が設定時から今日までの取り組みをレビュー 

 コミュニケーション戦略 

 

別添資料 １．リスコミ関連（EFSA,BfR,日本生協連） 

     ２．日本生協連としてのスクコミュニケーションの取組み 

     ３．国際的な食品の安全性確保のためのコミュニケーション 
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欧州食品安全機関(EFSA)、リスクコミュニケーションのガイドライン「食品が大騒ぎを起

こすとき：リスクコミュニケーションに用いる実証済みレシピ」（2012 年 4 月 2 日） 
 
 
リスクコミュニケーションに関する EFSA のアドバイザリーグループによる序文 

リスクコミュニケーションの究極のゴールは、利害関係者、消費者、一般市民がリスクに

基づいた決定の背景にある論理的根拠を理解し、そのことによって彼ら自身の関心や価値

観に関連した当面の課題について事実に基づく根拠を反映したバランスのとれた判断に到

達することを助けることである。 
リスクコミュニケーションは、リスクに関する耐容性または許容性というコミュニケータ

の判断について、人々を納得させるか説得する試みとみなされてはいけない。むしろ、人々

がより情報を与えられたうえでの判断するのを援助し、彼らが自身が自分の一生で直面す

るリスクについて取り扱うことを可能にする試みである。 
そのうえ、効果的リスクコミュニケーションは、リスク、特に食品リスクについての、最

新の対話に積極的に参加するための中心的な特権をもつことである。 
食品リスクについて十分な情報を得て承知していることは、規制及び基準をデザインし形

作るためのより直接的な共同決定へ向けた最も重要な課題でもある。 
効果的リスクコミュニケーションは、包括的で確実なリスク管理プログラムの成功への強

い貢献をすることができます。 
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効果的リスクコミュニケーションを通して；（１）人は、消費者が製品と関連したリスクに

気づいていて、それによって問題なくそれを使うか、それを消費することを確実にする。

（２）適切なリスクアセスメントと管理決定と関連するリスク/ベネフィト上の問題で住民

の信頼度をつくることができる;（３）食品のリスクの性質や食品を安全にするための基準

についての一般の理解に関与する;（４）公正かつ正確で適切な情報を提供することにより、

消費者は自分自身の「リスク許容」基準に合致する多様な選択肢の中から自分がどうする

かを選択することができる。 
リスクコミュニケーションは、どのようにか以下の問題に対処する必要があります： 
■ 危害とリスク（危害とリスクの違いを強調する）に関して情報を市民に提供してくだ

さい; 
■ リスクアセスメントを実行して、両方の仕事に関係するいろいろな関係者と手順の説 

明を含むリスク管理決定する方法について、情報を市民に提供してください; 
■ 効果的双方向型のコミュニケーションを組織してください; 
■ リスクアセスメントと管理プロセスにすべての関係者の信頼と信憑性を強化してくだ

さい; 
■ 関係者をプロセスに巻き込んで、論争を解決してください。 
 
このゴールに達するために、食品だけでないことによって、すべてのリスク領域にあては

まる 4 本の一般的なガイドラインがあります： 
 
■ あなた自身のリスクアセスメントとリスク管理パフォーマンスの批評的なチェックか

ら始めてください。 
■ 評価プロセスの初めから消費者を含む最も重要な関係者と情報交換する連続努力を確

実にする統合するようなリスクコミュニケーション・プログラムを設計してください。 
■ 対象とされた観衆の必要によって、そして、情報源の必要にでなくコミュニケーショ

ンを手直ししてください。 
■ フィードバックを集めて、価値と選択における変更を感じる組織化された努力におい

て、コミュニケーション・プログラムを調節して、修正してください。 
ここでのドキュメントは、食品セクターですべてのプロのリスクマネージャーとコミュニ

ケータがこれらの一般的な必要条件に敏感でいろいろな観衆の必要に注意するコミュニケ

ーション・プログラムを設計するのを助けることです。そのようなプログラムは、高品質

科学的な入力ならびに一般の価値と選択の公平な表現を確実にする必要があります。 
豊富な種類のコミュニケーションと利害関係者マニュアルが存在します。 
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     Index 

Ⅰ．序説と目的 

Ⅱ．優れたリスクコミュニケーションを導く基本原則 

   Ⅱ．１．実践上の基本原則 
Ⅲ．コミュニケーションのレベル及び種類の選択を左右する諸要因 

   Ⅲ．１．コミュニケーションの観点からのリスクのレベル 
   Ⅲ．２．ハザード(危害要因)の特徴 
   Ⅲ．３．だれ/何が影響を受けるのか？ 
   Ⅲ．４．ヒト/動物/植物/環境は、どのように影響を受けるのか？ 
   Ⅲ．５．ハザード/リスクへの暴露のレベル 
   Ⅲ．６．リスクを管理する能力 
   Ⅲ．７．リスク認知に関連するその他の諸要因 
   Ⅲ．８．必要とされるコミュニケーションのレベル 
Ⅳ．ツールと伝達経路 

   Ⅳ．１． 報道機関への対応  
Ⅳ．２． ウェブサイト  
Ⅳ．３． 刊行物  
Ⅳ．４． 電子刊行物  
Ⅳ．５． 会合及び研究集会  
Ⅳ．６． 意見募集  
Ⅳ．７． 協力機関/利害関係団体のネットワーク  
Ⅳ．８． ソーシャルネットワーク(Facebook や MySpace 等)  
Ⅳ．９． ブログ  
Ⅳ．１０． 簡易ブログ(Twitter) 

Ⅴ．経験から学んだこと 

   Ⅴ．１．動物クローニングに関する EFSA のリスク評価  
Ⅴ．２． 食品媒介性の人獣共通感染症に対するテーマを決めた EFSA の計画的コミ

ュニケーション手法   
Ⅴ．３．減塩キャンペーン  
Ⅴ．４．特定の人工着色料の小児に対する影響を調べたサウサンプトン大学の調査  
Ⅴ．５．オランダにおける Q 熱：公開性と透明性  
Ⅴ．６．スウェーデンにおける栄養補助食品に関する症例の履歴  
Ⅴ．７．事例研究：アイルランドのダイオキシンに係る緊急事態 

参考文献  
その他のガイドライン作成の取組例 
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ドイツ連邦リスク評価研究所(BfR) リスクプロファイル（2014 年 5 月 12 日） 

食品中の残留塩素酸に関する健康アセスメント 
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日本生協連としてのリスク 
コミニュケーションの取組み 

内閣府食品安全委員会 

第4回リスクコミュニケーション学習会 

 

 
2014年９月24日 

日本生活協同組合連合会 

品質保証本部 安全政策推進部 

鬼武一夫 
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リスクコミュニケーション 

リスクアセスメント リスクマネジメント 

科学が基本 政策が基本 

FAO Food safety risk analysis (Factsheets) より 
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コーデックスにおけるリスクコミュニケーション 

 危害とリスク、リスクに関係する因子およ
びリスク認識に関して、リスク評価実施者、
リスク管理実施者、消費者、産業界、学界お
よびその他の関係者の間の、リスク評価の所
見についての説明およびリスク管理上の決定
の基盤を含め、リスクアナリシスのプロセス
全体を通じて情報および意見を相互作用的に
交換すること。 
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   リスクの認知に関する要素 

 リスクを感じやすい ＞ リスクを感じにくい 
      
           情報が少ないもの     ＞   情報が多いもの 
        未知 or 新技術        ＞   既知技術 
           他人がコントロール   ＞   自分がコントロール 
       利益が不明             ＞  利益が明瞭   
      影響が不公平         ＞  影響が公平 
           合成物質                 ＞  天然物質     
           子供への影響          ＞  大人への影響 
      破滅的                    ＞  統計的 
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リスクコミュニケーションの要点 

•相互作用的に交換させること。 

•リスクには科学的側面と感情的側面 

• 専門家は科学的側面に重きを置く。 

• 一般は感情的側面により大きな懸念を持つ。 

• RCは常に明確な目標の設定が必要 

• RCはリスクアナリシスのできるだけ早い段階で

有意義な形で、外部の利害関係者に積極的に関与
してもらう。 
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生協の社会的取り組み報告書2013 より 
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生協の社会的取り組み報告書2013 より 
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生協の社会的取り組み報告書2013 より 
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生協の社会的取り組み報告書2013 より 
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生協の社会的取り組み報告書2013 より 



各活動における組合員の参加状況 

食・商品 
約70万8千人 

子育て支援 
助け合い活動 
約29万2千人 

環境・エネルギー問題 
約27万8千人 

平和・ユニセフ 
約33万1千人 

消費者問題 
家計活動 
約3万6千人 

文化・サークル活動等 
約38万3千人 

被災地支援 
約4万1千人 

産地見学・交流 
食育等の取り組み 

30万1千人 

食品の安全の学習 
意見交換会 

2万7千人 

商品を囲んだパーティー 
商品への参加の取り組み 

38万人 

平和のつどい 
学習会等 

32万7千人 

ユニセフ 
国際協力 

4千人 

子育てひろば 
子育て学習会等 

22万1千人 

くらしの助け合い活動 
ふれあいサロン活動等 

7万1千人 
節電・エコライフ活動等 

25万8千人 

環境・エネルギー問題学習 

7千人 

自然観察会 
自然とふれあう活動 

1万3千人 

消費者主体の社会作りの取り組み 

1万7千人 

くらしの見直し家計活動 

1万9千人 

被災地へのボランティア支援等 

3万6千人 

地域の防災の取り組み 

5千人 
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商品や食に関わる活動 
生協名 企画名 内容

1 コープさっぽろ 食の安全　食セミナー 食セミナー5箇所(延べ6回)
2 コープあおもり 食品の安全学習会 6箇所
3 いわて生協 産地工場見学 生産者と顔とくらしの見える関係作り
4 みやぎ生協 ５ADAY食育体験ツアー 14校・33回(前年14校・32回)
5 生協共立社 食育(こども・親子対象) 離乳食試食会
6 コープふくしま 食育(こども・親子対象) セシウムを減らす調理について2回講演
7 コープあいづ コープ商品学習会 2箇所
8 とちぎコープ 食の安全ネットワーク主催の学習会・講演会 事務局：栃木県連。7企画　9会場で開催
9 コープぐんま 放射能・放射性物質に関する学習会 2企画

10 さいたまコープ 畑のがっこう里山 植付け、収穫、料理、3回体験
11 パルシステム埼玉 放射能物質による食品汚染への対応について 組合員向けの放射能関連の学習会
12 ちばコープ 食育プログラム 15企画
13 パルシステム千葉 産地産直 村悟空：バスで行く夏野菜収穫体験
14 コープとうきょう たべる*たいせつキッズクラブ 通信教育のほか体験学習として工場見学を8月に開催し、9組18名の親子が参加
15 パルシステム東京 工場見学・委員会内部企画 委員会企画
16 東都生協 子どもの食に関する放射能学習会 子育て委員会主催
17 コープかながわ 商品改善アンケート 17回
18 パルシステム神奈川ゆめコープ センター祭り 収穫交流会
19 市民生協やまなし 合同リスコミ委員会(ユ)
20 コープながの 食の安全学習会 県内2会場にて開催
21 新潟県総合生協 農業体験 作り手と食べ手の交流
22 コープにいがた にいがた食の安全・安心を考える講演会 県生協連による新潟県からの受託事業
23 コープしずおか 放射線・放射性物質に関する学習会 静岡県全体を2回、地区単位を2回、エリア単位を6回実施。また、新基準に関する学習会を全体で1回開催
24 富山県生協 商品・仲間・食活動委員会 産地・工場見学、料理教室、商品体験18会場
25 CO・OPとやま 食育(こども・親子対象) 産地見学、料理教室、着色実験など6回
26 コープいしかわ 2011年度食の安全・安心学習会 放射能汚染を中心に
27 福井県民生協 食の安全 商品学習・産地工場見学・産地交流活動・食育。料理教室
28 コープあいち トマトの収穫、ケチャップづくり 11会場
29 コープぎふ 商品表示ウォッチャー養成講座 2002年度から今年度まで318名修了
30 コープみえ おしゃべりパーティ 9637班、173個人
31 コープしが コープ倶楽部17箇所・地域委員会63会場
32 ならコープ 学習会 ならの野菜を食べる
33 わかやま市民生協 見学バスツアー 産地、工場見学　22企画
34 京都生協 食と健康の取り組み 学習会など137回
35 大阪いずみ市民生協 コープラボ見学 商品検査センターに20委員会
36 おおさかパルコープ 産地・工場見学 51地域72回
37 大阪よどがわ市民生協 み～るクラブ 商品試食・学習など
38 コープこうべ 食の安全学習会 放射性物質の学習会など
39 おかやまコープ 産地交流・工場見学 23ヶ所
40 おかやまコープ ハッピー・フードパーク (2010年度15000人)
41 生協ひろしま 産地・工場見学 44グループ、54産地・工場へ
42 鳥取県生協 コープの商品見学会 東部438、中部215、西部347
43 生協しまね コープフェスティバル 生産者・地域団体など94団体
44 コープやまぐち 食のかたりべ等による学習(コープ委員会企画)
45 コープかがわ 産直商品学習・交流 年5回
46 とくしま生協 産地工場見学 タカキベーカリーや協同食品など
47 コープえひめ 産地見学 77件
48 こうち生協 産地見学・工場見学 21回
49 エフコープ 食の安全懇話会 「放射能問題について考える」「食品添加物を考える」
50 コープさが お魚講演会(佐賀北エリア) 冷凍魚を使った料理など、魚の美味しい食べ方
51 ララコープ 食についての講習会
52 コープおおいた 食の安全学習会
53 コープみやざき 生産者交流学習会 組合員の自主企画9件
54 生協水光社 親子田植え体験交流会 「JAくまさん」主催の企画に参加。
55 コープ熊本学校生協 食の安全学習会 コープ九州の食の安全の取り組み
56 コープかごしま 産直二者認証 年間20会場、31産地、68品目の産地認証を実施
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≪組合員の声≫ 
• GM作物への不安、飼料への不安 
• 生産は続けてほしい 
• 酪農家を守るためにできることは… 
• コープ牛乳は生協のこだわり 
• 低価格がいい 

≪気付いたこと≫ 
• GM作物に対しての不安の声と安全と判断 
 しているという声があること 
• 産地の現実…飼料高騰。資材高騰。利用

の低下。乳価の下落 
• 利用は産地を支えること 
• 持続できる酪農を！わたしたちにできる

ことがある 
• 関係者それぞれに様々な思いがある 
• 適正価格 

≪成果・まとめ≫ 
• ひとつのテーマについて関係する人たち

がお互い情報交換しながらそれぞれの立
場を認め合いながら意見を出し合えた 

• たくさんの場でたくさんの思いを共有で
きた 

• もっと牛乳を飲みましょう！の思いが強
まる 

≪今後の課題≫ 
• 場を増やす 
• 参加者を増やす 
• ファシリテーターの養成 
• 情報提供の仕方 
• 学習が必要 
• リスクコミュニケーションの必要性と

組合員の理解を深める 

取り組みの中で、多くの組合員の声が寄せられ、同時に多くの気付きがありました 

CO・OP商品の組合員参加とコミュニケーションのあり方に関する提言「2010年3月」より 
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遺伝子組換え飼料 
を使っていない牛乳 



リスクコミュニケーションの概念 

食の安全に関わる 

リスクコミュニケーション 

 

食や商品に関わる組合員活動や 

日常の配達や売り場の中で行われる 

リスクコミュニケーション 
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実生活における問題意識や体験等により人
々が食品の安全性について自ら気づき、実
感できる取り組み 

リスクアナリシスに関わる 
リスクコミュニケーション 

リスク評価 リスク管理 

実生活における問題意識や体験等により人
々が食品の安全性について自ら気づき、実
感できる取り組み 

商品の安全に関わる政策や 
基準の合意形成の中で行われる 

リスクコミュニケーション 
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安心とリスクコミュニケーション 

情報源 

私のリスク認知 安心できるか 

国・行政 
マスコミ 
教育機関 

生協 

食品に関するリスク情報を提供 

経験的認知 
直感・事例・物語で判断 

隣のおじさんの野菜だから安心 

分析的認知 
科学的に受け止め考える 

健康に影響が出る量ではないので安心 

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
 

リ
ス
ク
 

信頼 
この人ならば＝ 
能力 正直 
価値観 見える化 

 
情報を提供する組織や 
人に関わる情報 
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≪リスクコミュニケーションの現状について≫ 
商品事業に関わるリスクコミュニケーションの強化 

会員生協(単位生協・事業連合) 日本生協連 

• CO・OP商品に関わる政策や基準が整
備され、組合員に公開されています。 

• 商品事故や苦情など商品のリスクに
関わる情報について情報を公開して
います。 

• 日々の組合員の「食の安全に関わる
不安」に答えるため、職員に対する
情報サポートを行っています。 

• 商品事業に関わるリスクコミュニ
ケーションについて、誰にどのよう
な情報を提供するのか、機関運営の
関わり方もふくめ体系化しています。 

• 重要な商品政策の変更については地
区総代会議での議論や、組合員も参
加できるリスクコミュニケーション
の場がもたれています。 

• 会員生協と日本生協連のクライシス
時のコミュニケーションを共有化す
るため、ポジションシートやコミュ
ニケーションガイドラインを整理し
ました。 

• 食品安全委員会などのリスク評価を
もとに商品事業委員会や安全・品質
小委員会で協議をし、商品政策や基
準の見直しを行ってきました。 

• 商品の表示の基準を作り、正確な情
報提供をすすめてきました。 

• こうした基準や基準の変更について、
会員生協のリスクコミュニケーショ
ンやその中で出された意見を受け止
める、双方向性のコミュニケーショ
ン強化が必要です。 

16 
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組合員の不安に応えるリスクコミュニケーション 

会員生協(単位生協・事業連合) 日本生協連 

• 組合員とのオープンなリスクコミュ
ニケーションの場が持たれています。 

• 生協の産地見学や試食会など食に関
わる多様な取り組みが、「自らの問
題意識から出発して自らが気づく」
場としてリスクコミュニケーション
の基盤となっています。 

• 広報誌などを通して、生協のリスク
コミュニケーションの取り組みを情
報提供しています。 

• 生協の職員が毎日の仕事の中で行っ
ている苦情対応や商品情報の提供も
リスクコミュニケーションの基盤を
作っています。 

• 「食品のはてな？BOX」サイトを構

築し、インターネットを活用した情
報提供を始めました。 

• CO・OP手作り餃子重大中毒事故を契

機に、日本生協連の品質保証再構築
計画の取り組みについて、各生協の
総代に届けることをめざしたパンフ
レット等を作成し、情報提供を始め
ました。 

CO・OP商品の組合員参加とコミュニケーションのあり方に関する提言「2010年3月」より 

17 



社会的なリスクアナリシスの仕組みを強化する取り組み 

会員生協(単位生協・事業連合) 日本生協連 

• 都道府県の審議会などへの参加を進
めています。 

• 地域の消費者団体等と協同の取り組
みを進めています。 

• 出前講座や社会科研修など学校教育
とのつながりを作っています。 

• 地元のマスコミ各社と、日常的な交
流の場を作っている生協もあります。 

 

• パブリックコメントの提出や審議会
への参加を進めています。 

• 審議会に参加する組合員リーダーへ
の支援を行っています。 

• 全国や地域で、消団連などの場を通
じた他の消費者団体との協同の取り
組みを進めています。 

• 日本生協連では生活情報系の新聞記
者に対し、「食の安全」に関わる情
報提供を行っています。 

CO・OP商品の組合員参加とコミュニケーションのあり方に関する提言「2010年3月」より 
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(1)商品事業に関わるリスクコミュニケーションの強化 

①品質基準やルールの変更に関わる合意形成 

組合員とのコミュニケーション 

(単位生協・事業連合) 

組合員とのコミュニケーションのサポート 

(事業連合・日本生協連) 

• 商品政策や基準の整備を進めること。 

• 職員への情報提供と組合員への広報を進めること。 

• 職員に対する適切な情報提供の仕組みを作り、実
施すること。 

• 組合員との合意形成のプロセスを設計し、リスク
コミュニケーションの主体として進捗管理を行う
こと。 

• 会員生協に対する情報提供のありかたや意見交
換の場の設定についての考え方を整理し、職員
や組合員に向けてわかりやすい情報提供を行う
こと。 

• 会員生協での組合員との合意形成のプロセスに
協力し、双方向のリスクコミュニケーションを
サポートすること。 

• 会員生協のリスクコミュニケーションを行える
人材育成をサポートすること。 

②事故などクライシス時の情報提供の強化 

組合員とのコミュニケーション 

(単位生協・事業連合) 

組合員とのコミュニケーションのサポート 

(事業連合・日本生協連) 

• 広報や職員への情報提供を通して、組合員の不安
に対応すること。 

• クライシスマニュアルの運用と整備を進めること。 

• 危機管理研修や演習を実施すること。 

• 緊急時のお問い合わせ機能の強化を進めること。 

• 日常から、地元マスコミ、行政との関係を強化し、
クライシス時の正確な情報提供と緊密な連絡が行
える基盤をつくること。 

• 会員生協と共同のクライシス基準や「コミュニ
ケーションガイドライン」に基づく対応を進め、
クライシス時の情報発信力を高めること。ガイ
ドラインは適宜メンテナンスをすること。 

• CO・OP商品はもちろん、食品安全に関わる社
会的な事故・事件に際してわかりやすい情報を
発信すること。また会員生協向けに総合的な情
報提供ポータルサイトを整備し、必要な情報を
タイムリーに提供すること。 

• 危機管理研修や演習を会員生協とともに実施し、
緊急時のお問い合わせ機能の強化を進めること。 
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(2)組合員の不安にこたえるリスクコミュニケーションの推進 

 毎日の消費者の「食品の不安」に、ともに悩み・応える場を広げます。「食品の安全」に関わる適切で
ない情報も多く流れる中、科学的な知見に基づく消費者への情報提供を強化し、双方向のリスクコミュニ
ケーションを粘り強く進めることが大切です。 

組合員とのコミュニケーション 

(単位生協・事業連合) 

組合員とのコミュニケーションのサポート 

(事業連合・日本生協連) 

• 組合員の食品の不安に応える活動としてリスク
コミュニケーションに取り組み、直接の活動に
参加できない組合員に対しても、広報誌等で情
報提供を行うこと。 

• 産地や工場見学・商品学習などを通じて、安
全・品質管理の実態を学べる機会を増やすこと。 

• 科学的な知見に基づく情報提供ができるよう、
職員に対して、わかりやすく「商品政策」や個
別商品、添加物・農薬等の知識を学べるよう、
学習を位置付けるとともに、日常的に組合員か
ら聞かれる質問について対応できるようなサ
ポートを強めること。 

• 各地の生協の、組合員の不安に応えるリスクコ
ミュニケーションの取り組みについて交流を進
め、コーディネートできる人材のサポートを進
めること。 

• 職員の日常的な苦情対応や問い合わせに応える
力をサポートする情報提供を進めること。 

CO・OP商品の組合員参加とコミュニケーションのあり方に関する提言「2010年3月」より 

20 



(3)社会的なリスクアナリシスのしくみの強化 

 行政の行うリスクアナリシスの仕組みを強化するため、行政等のリスクコミュニケーションに積極的に
参加し、必要に応じて消費者の視点から政策提言を行います。マスコミや他の消費者団体などとのつなが
りを強化することも重要です。 

組合員とのコミュニケーション 

(単位生協・事業連合) 

組合員とのコミュニケーションのサポート 

(事業連合・日本生協連) 

• 食品安全行政への消費者参加が進むよう、都道
府県・市町村レベルの審議会などに積極的に参
加すること。 

• 都道府県・市町村の食品安全行政に関して、必
要に応じて政策をまとめ提言すること。 

• 地元マスコミや他の消費者団体とのつながりを
強化し、リスクアナリシスへの理解を進める取
り組みを行うこと。 

• 消費者庁のもとでの新しい食品安全行政の仕組
みが、機能するよう必要に応じて政策提言を進
めること。 

• 食品安全行政の場への消費者の意見反映が進む
よう、審議会等に参加すること。また、消費者
の立場から提言できる、組合員リーダーへの情
報提供や学習交流を行うこと。 

• マスコミや他の消費者団体とのつながりを強化
し、リスクアナリシスへの理解を進めること。 
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単位生協の現場 単位生協本部・事業連合 日本生協連 

職 

員 

• 組合員の声をきちんと受け
止めることを大切にできる
職員を育てる風土と職場運
営を行うこと。 

• 組合員の声で応えきれない
で困っていることを出し合
い、解決できる職場運営を
行うこと。 

• 組織として、双方向のコ
ミュニケーションの状況を
把握し、組織として課題化
し現場に情報提供していく
こと。 

• 教育体系に、商品政策や品
質管理など基本的な考え方
を学び、職員のサポート力
を高めるカリキュラムを入
れ込むこと。 

• 日本生協連として、クイッ
クプロをとおして組合員の
声を把握し、必要な対策を
うつこと。その内容が会員
生協・職員・組合員リー
ダーまで伝わるコミュニ
ケーションを進めること。 

• 営業担当が会員生協で聴い
てくる声や様々な会議で寄
せられるご意見が組織全体
に見えるようにすること。 

組
合
員
リ
ー
ダ
ー

 

• 声が出しやすい雰囲気つく
りなど、双方向の場をコー
ディネートするリーダーを
育成すること。 

• 活動の場面で寄せられる組
合員の声を出し合い、解決
できる運営を行うこと。 

• インターネットの双方向性
を生かした双方向の場つく
りを進めるコーディネー
ターを育成すること。 

• 組合員活動の場でだされる
組合員の声について、組合
員リーダーから聞き、事業
として応える場をつくるこ
と。 

• 組合員リーダーを対象とし
た商品政策や安全の考え方
など基本的なことを学ぶ場
をもつこと。 

• 日本生協連として、クイッ
クプロをとおして組合員の
声を把握し、必要な対策を
うち、その内容が現場の職
員・組合員リーダーまで伝
わるコミュニケーションを
進めること。 

• インターネット上の双方向
の場の作り方について会員
生協間での経験交流をすす
めること。 
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会員生協(単位生協・事業連合) 日本生協連 

• 身近な店舗や商品カタログでの情報提供をさ
らに強化すること。 

• 組合員のおすすめ情報や声から改善した事例
などCO・OP商品への参加が見えるような情報
提供を強化すること。 

• 科学的知見に基づくわかりやすい情報提供や
身近な不安に応えるQ＆Aの情報提供をするこ
と。 

• 商品政策など、安全性は品質管理全体で担保
されるという情報が不十分で、添加物基準の
みが説明される傾向があるので、安全の伝え
方や表記ルールを検討すること。 

• 科学的な知見だけではなく、信頼を形成する
ためにフードチェーン全体に関わる仕事をす
る人に情報提供すること。 

• CO・OP商品の共同化が進む中で、食品の安全
の考え方やCO・OP商品の情報など現場が必要
とする情報を日本生協連として会員生協に提
供すること。 

• 今回、調査した生協の中で、日本生協連の商
品のページにリンクが設定されているのは1会
員、「食品のはてな？BOX」のリンクは1会員
であったことから、店舗や商品カタログもふ
くめ、コープ商品に関わるホームページや広
報誌のコンテンツをつくり、活用してもらう
こと。 
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会員生協(単位生協・事業連合) 日本生協連 

双
方
向

 

• 日本生協連から提供された情報を使って、
直接組合員に向かい合い、説明を行うとい
う視点から、日本生協連のコミュニケー
ション計画や発行物について積極的に意見
を言うこと。 

• 様々な発行物に関する組合員の声を集め、
日本生協連に伝えること。 

• 会員生協における説明や意見交換の実態や
出されている意見の意味を理解できるよう
に、会員生協の様々な場に参加すること。 

• 会員生協で起こっていることや考えている
ことをまず聴き、そのことを理解した上で
対応していくこと。 

• コミュニケーション計画や発行物について、
会員生協と協議をし、意見を取り入れて製
作すること。 

見
え
る
化

 

• 広報誌やホームページだけではなく、店舗
や商品案内など事業をとおした見える化を
進めること。 

• 会員生協によって広報・組合員活動部・機
関運営など広報機能や分担や連携のあり方
が異なっていることや、事業連合と単位生
協の広報機能の分担が一様ではないことを
考慮しつつ、役割と権限、ルールを明確に
して、分散した機能が連携するような運営
を行うこと。 

• 会員生協から必要とされる情報をわかりや
すく提供していくこと。 

• CO・OP商品政策や基準に関わり、会員生協
で合意形成が必要な事項についてわかりや
すい情報提供を行うこと。 

• ホームページや広報誌などのコンテンツに
ついて共同利用を進めること。 

• 企画機能の共同化が進む中で店舗や商品カ
タログの情報提供も強化すること。 
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1 

国際的な食品の安全性確保
のためのコミュニケーション 
 

2014年9月24日（水）  
食品安全委員会  

「第4回リスクコミュニケーション学習会」 
 

 日本生活協同組合連合会 
安全政策推進部 

鬼武一夫 
 



2 

食品安全システムの変化を推進している要因 

食品貿易の 
量の増加と 
多様性 

 
農業規範と 
気候の変動 
 

危害要因に関し 
高感度の検出と 
管理 

健康保護に関する 
国民要求の増大 

人の行動と 
生態環境の 
変化 

リスクアナリシス 

 食品安全 

       に 

     焦点 
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 リスクアナリシス 
（リスク分析） 

リスクアナリシス 
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食品安全システムの特徴 

従来のシステム 新時代のシステム 

・受身的アプローチ 
 
・主として政府が責任を持つ 
 
・構造化されたリスクアナリシス 
 を欠く 
 
・最終製品の分析、試験に依存 

・予防的アプローチ 
・責任の共有 
・生産者から消費者まで一貫して 
 カバー（フードーチェーン） 
・科学的 
・構造化されたリスクアナリシス 
・優先順位を決める 
・食品コントロールを一体化 
・プロセスコントロールに依存 

リスク削減効果： 必ずしも十分 
            ではない。 リスク削減効果：従来に比べ改善 

リスクアナリシス 
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リスクという言葉はどう使われるか 

1. 「危険」を意味するカタカナ語 
 

2. ビジネス分野で言う「リスク」 
大きな利益を狙うために、あえて値上がり/値下がりの幅が
大きいと予想される株に投資する 
 

3. 健康・生命・環境問題の分野で言う「リスク」 

リスクアナリシス 
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リスクとは 

将来起きるかもしれない損失（起きないかもし
れない）、または損失や危害が起きる可能性 

 リスクはあると考える （その大小がある） 
日本語にはない概念 
      riskとdangerは使い分けられている 
 
 
 

（やばさ加減） 

リスクアナリシス 
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ハザード(危害要因)とは 

 健康に悪影響をもたらす可能性を持つ食品中
の生物学的、化学的または物理学的な物質・要
因、またはそうした食品の状態 
 

 生産、製造中に使用されるもの、生産、製造、
貯蔵流通中に機械、器具、接触物体や環境か
ら汚染する物質など   
→微生物、化学物質、放射能など 

リスクアナリシス 
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生物学的ハザード 

細菌 
毒素産出性の微生物 
かび 
寄生虫 
ウイルス 
その他生物学的ハザ－ド 

リスクアナリシス 
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化学的ハザード 

自然毒素 
直接、間接添加物 
残留農薬 
残留動物用医薬品 
化学物質による汚染 

リスクアナリシス 



10 

物理的ハザード 

金属、けずり屑 
工具 
ガラス 
昆虫の一部 
宝石類 
石 

リスクアナリシス 
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科学的な政策の導入 
                リスクアナリシス手法 

食品を摂取することによって、健康に悪影響
を及ぼす可能性をコントロールするための考
え方や手続きの総称 

食品の安全確保を考える際に、単純に「安
全」・「危険」と二分するのではなく、科学的な
根拠に立脚し、可能な範囲で食品事故を未
然に防いだり、健康への悪影響の起こる確率
や程度（リスク）を最小にする 

 

リスクアナリシス 



 ASSESSMENT 

MANAGEMENT COMMUNICATION 

RISK 

RISK RISK 

Information 

gathering 

Action required Implementation 

リスクアナリシス 
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リスクアナリシスの３要素 

リスク評価（リスクアセスメント） 
リスク管理（リスクマネジメント） 
リスクコミュニケーション 

リスクアナリシス 
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リスク管理の枠組み 
Risk management framework 

初期作業 
政策・措置の評価 
政策・措置の実施 
モニタリングと見直し  

 

リスクアナリシス 
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リスク評価の方法 
Risk Assessment Methodology 

ハザード同定 (Hazard identification) 
ハザード特性付け (Hazard Characterization) 
暴露評価 (Exposure Assessment) 
リスク判定 (Risk Characterization) 
 

リスクアナリシス 
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Risk Analysisで行うこと 

 Risk Management （初期作業） 
 － 問題点の特定 
 － ハザードの優先順位付け 
 － リスク評価・方針の決定  
 － リスク評価を依頼する 
 

 
 

   Risk Assessment 
 
             

リスクアナリシス 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    初期作業 

①食品の安全性に関する問題点の特定 
②その問題点に関するリスクプロファイル 
  の作成 
③リスク評価と管理をすべき危害要因の  
 優先順位決定 
•  優先度リストの作成 
•  リスクコミュニケーション 
•  必要とされるデータ収集 
④リスクアセスメントポリシーの策定 
⑤リスク評価の依頼 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     初期作業 

⑥リスク評価結果の評価 

   政策・措置の評価 

⑦実施可能な政策・措置の策定 
⑧適する政策・措置の選択 
⑨政策・措置の最終決定 

⑩決定した政策・措置の実施 

優先的にＲＭを行うべき物質の決定 

サーベイランス・モニタリング 

リスク評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

危害要因の特定 

推定摂取量 

危害要因の特定評価 

リスク判定 

機 
能 
的 
分 
離 
と 
相 
互 
作 
用 

リスク管理 

リスクコミュニケーション 

リスクアナリシス 

⑪モニタリングと見直し 

農水省消費安全局資料より 
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リスクコミュニケーション 

リスクコミュニケーションは非常に
重要である。 

         しかし、 
しばしば、リスクアナリシスの要素
として十分に活用されていない。 

リスクアナリシス 
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コーデックスにおけるリスクコミュニケーション 

 危害とリスク、リスクに関係する因子およ
びリスク認識に関して、リスク評価実施者、
リスク管理実施者、消費者、産業界、学
界およびその他の関係者の間の、リスク
評価の所見についての説明およびリスク
管理上の決定の基盤を含め、リスクアナ
リシスのプロセス全体を通じて情報およ
び意見を相互作用的に交換すること。 

リスクアナリシス 
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食品安全基本法 （第9条） 
消費者の役割 

 消費者は、食品の安全性確保に関する知識と
理解を深めるとともに、食品の安全性に関す
る施策について意見を表明するように努める
ことによって、食品の安全性の確保に積極的
な役割を果たすものとする。 

リスクアナリシス 
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リスクコミュニケーションの要点 

 相互作用的に交換させること。 
 リスクには科学的側面と感情的側面 

専門家は科学的側面に重きを置く。 
一般は感情的側面により大きな懸念を持つ。 

 RCは常に明確な目標の設定が必要 
 RCはリスクアナリシスのできるだけ早い段階で有意
義な形で、外部の利害関係者に積極的に関与して
もらう。 

リスクアナリシス 
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リスクコミュニケーションの目標 
 関与する者全ての意識と理解の向上 
 リスク管理の決定にあたり、より整合性、透明度の高いもの 
 リスク管理の提案は、理解を深めるための健全な基盤を提供する。 
 リスクアナリシスのプロセス全体の効果を高める 
 効果的情報及び教育プログラムの開発 
 食品の安全性に関して公衆の信頼感を育む 
 相互尊重を促進 
 RCプロセスに利害団体すべてを参加させる 
 関係者の知識、態度、価値観、規範、認識などの情報交換 

 

リスクアナリシス 
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ステークホルダーの種類 

 農民、食品生産者 

 食品加工業者、製造業者、
流通業者、その供給業者 

 食品卸売業者、小売業者 

  消費者 

  権利擁護団体（消費者、環
境、宗教、その他のロビー
組織など） 

 地域団体 

 公衆衛生団体、ヘルスケア
業界 

 

 大学、調査機関 

  政府（地方政府、州規制当
局、連邦規制当局、公選の
役職者など） 

 地理的地域、文化、経済、
民族グループの代表者 

 民間団体 

 企業 

 労働組合 

 業界団体 

 マスコミ 

 

リスクアナリシス 
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ステークホルダーに参加してもらう
ための戦術例 
 集会による方法 

 公聴会 

  公的集会 

  状況説明会 

  質疑応答 

  タウンホール・ミーティング 

  パネルディスカッション 

  フォーカスグループ 

  研修会 

 集会以外の方法 
 面談 

  ホットライン、フリーダイヤル 

 インターネットのホームページ 

 広告、チラシ 

 テレビ、ラジオ 

 報告書、パンフレット、広報紙 

 ブース、展示 

 競技会、イベント 

リスクアナリシス 
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   リスクの認知に関する要素 

 リスクを感じやすい ＞ リスクを感じにくい 
      
           情報が少ないもの     ＞   情報が多いもの 
        未知 or 新技術        ＞   既知技術 
           他人がコントロール   ＞   自分がコントロール 
       利益が不明             ＞  利益が明瞭   
      影響が不公平         ＞  影響が公平 
           合成物質                 ＞  天然物質     
           子供への影響          ＞  大人への影響 
      破滅的                    ＞  統計的 

リスクアナリシス 
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効果的なリスクコミュニケーションの要素（１） 

 リスクの性質 
ハザードの特徴と結果 

規模と重大性 

是正措置の緊急度 

重大性の傾向（重要度が増加しているか、減少している
か） 

分布と広がり 

 リスクに晒される集団の性格と規模 

 リスクの高いグループのプロファイル 

曝露の確率。 

重大なリスクをもたらす曝露量 

リスクアナリシス 
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効果的なリスクコミュニケーションの要素（2） 

 特定の行動や選択に関連するベネフィットの性質 

特定の行動や選択に関連する実際の、あるいは予想され
るベネフィット 

  ベネフィットを受けるのは誰で、どのように受けるのか 

  リスクとベネフィットのバランス 

  ベネフィットの規模と重要性 

影響を受ける全集団に対するベネフィット合計 

リスクアナリシス 
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効果的なリスクコミュニケーションの要素（3） 

 リスク評価の不確実性 
リスク評価に用いられた方法 

各不確実性の重要度 

入手可能なデータの弱点、不正確な点 

予測の基となる前提 

予測の前提に対する感度 

予測が変化した場合のリスク管理に関する決定
への影響 

リスクアナリシス 
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効果的なリスクコミュニケーションの要素（4） 

 リスク管理の選択肢 
 リスクを制御し、管理するために取られた行動 

個人へのリスクを減らすために、当該個人の取ることがで
きる行動 

特定のリスク管理選択肢を選ぶ理由 

特定のリスク管理選択肢の有効性 

特定のリスク管理選択肢のベネフィット 

 リスク管理のコスト。誰がコストを負担するのか、を含む 

 リスク管理選択肢実施後の残余リスク 

リスクアナリシス 
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適切なリスコミのための原則 

1. 聴衆を知る 
2. 科学的専門家を関与させる 
3. コミュニケーションでの専門性確立 
4. 情報源の信頼性 
5. 責任を分かち合う 
6. 科学と価値判断は異なる 
7. 透明性を確保 
8. リスクの認知 

 

リスクアナリシス 
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 まとめ 

Conclusion 



食品の安全性に関する問題 
 複雑化 

 新興の食品媒介食中毒菌の出現 
 新しい化学物質（食添、農薬、動物薬等）や汚染物質
の食品への残留・存在 

 新規の生物学的汚染 
 BSE 
 薬剤耐性菌の出現 
 食品の放射能汚染 
 モダンバイオテクノロジーによる新規食品 
 その他 

これまでの対応策ではなかなか対処できない 

Conclusion 
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食品の安全性に関する問題 
国際化 

食品の国際貿易の増大 （量と品目） 
ツーリズムによる海外渡航機会の増大など 

 

Conclusion 
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食品の安全性確保 

 グローバルな視点での食品の安全性
の確保の重要性の認識 

WHO, FAO, コーデックス等 

Conclusion 
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食品の安全性確保 
 グローバルな国際社会が協力した食品安全性
対策の取り組み 

•  WHOの諸活動(薬剤耐性菌への取組み等) 
• FAO (GAP等の推進) 
• コーデックスの諸活動 
  (規格・勧告、適正規範、原則等の策定） 
ＷＨＯ：世界保健機関 
ＦＡＯ：国連食糧農業機関.  

Conclusion 
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食品の安全性確保 

食品安全性を確保する枠組みとしてのリスク
分析の国際的な確立とそれに基づく諸施策
の実施（FAO、WHO、コーデックス等） 

Conclusion 
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解決策 
 一国の政府だけでは諸問題を解決できない 
 すべての利害関係者が参画することが重要とされた 
 行政による裁量ではなく、消費者の当然の権利とし
ての意思決定プロセス（リスク評価、リスク管理）への
参画が推進された（WHO、コーデックス、EU等） 

 専門家（行政を含む）から非専門家（消費者）への情
報の伝達という旧来のリスクコミュニケーションから
脱却すべき（FAO/WHO）という新しい概念に基づく、
リスクアナリシスにおけるリスクコミュニケーションの
役割と定義が確立 

Conclusion 
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消費者が求めるもの 

Conclusion 

NO 
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Conclusion 

農場から食卓までの食品供給システム
（フードチェーンシステム） 

• 一貫性 
• 透明性   の点からの信頼感      
• 公開性   

このシステムに対する 

Conclusion 


